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日本PVプランナー協会は

太陽光発電の普及を通じて脱炭素化社会の実現に貢献することを

宣言します。

2



3

今日お話しするテーマ

1.気候変動問題と脱炭素化社会

2.カーボンニュートラルの達成と再生可能エネルギーの普及

3.再生可能エネルギーの普及と太陽光発電の役割

4.太陽光発電の増やし方と将来展望



気候変動問題と脱炭素化社会
カーボンニュートラル2050
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

太陽から届く日射が地表面で吸収され

加熱された地表面から熱が放射され

温室効果ガスがこの熱を吸収し

再び下向きに放射し地表面や大気を加熱

地球温暖化の仕組み
地球の平均気温は現在約15℃ですが、もしも地球上に温室効果ガスがなかった
とすれば、平均気温はマイナス18℃となり、生命の存在できない極寒の星となる
はずです。
しかしながら、地表の気温は以下のメカニズムにより、生物の存在に適した温度
で保たれています。
ところが、近年、産業の発展や森林の開拓などの人間活動の活発化に伴って、温
室効果ガスの濃度が増加し、地球規模での気温上昇が進行しています。

5
出典：気象庁、国立環境研究所の情報を参考に作成

 全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/chart/chart01_01.html）より



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM
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日本は、世界全体の二酸化炭素の約3.4％を排出しており、
世界で5番目です。

出典：EDMC／エネルギー・経済統計要覧2020年版、全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/chart/chart03_01.html）
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出典：気候変動適応情報プラットフォーム



気候変動対策としての脱炭素化

そのためには社会全体での取り組みが重要
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GX実現に向けた基本方針（閣議決定）

① エネルギー安定供給の確保に向け、徹底した省エネに加え、再エ

ネや原子力などのエネルギー自給率の向上に資する脱炭素電源へ

の転換などGXに向けた脱炭素の取組を進めること。

② GXの実現に向け、「GX経済移行債」等を活用した大胆な先行投

資支援、カーボンプライシングによるGX投資先行インセンティブ、

新たな金融手法の活用などを含む「成長志向型カーボンプライシ

ング構想」の実現・実行を行うこと。
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大きくまとめると

•グリーンな社会を作るために、今後10年間に日本全体で150兆

円の投資を進めます。

•エネルギー分野では、非化石電源として再生可能エネルギーや

原子力発電を活用すると共に、省エネを促進します。

•そのために必要な、規制の緩和や資金調達がしやすくなるよう

な仕組みを整えていきます。

•沢山の投資が行われることで、経済成長も達成していきます。
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日本の再エネ導入目標
カーボンニュートラル2050
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カーボンニュートラルには再エネが必要！

では、太陽光発電はどれくらい必要？
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2030年に最低140GWdc

（現在の2倍以上、15兆円くらいの投資）

2050年には420GWdc

（現在の6倍以上、40兆円くらいの投資）
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再生可能エネルギーの導入推移と2030年の導入目標

出典）「今後の再生可能エネルギー政策について」（経済産業省資源エネルギー庁 2023.6.21）

（GW)



太陽光発電の現状と導入拡大に向けた論点

出典）「今後の再生可能エネルギー政策について」（経済産業省資源エネルギー庁 2023.6.21）

（GW)

（エネ基策定時点)
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バイオマス発電

地熱発電

中小水力発電

洋上風力発電

陸上風力発電

太陽光発電（屋根設置）

太陽光発電（地上設置）

再生可能エネルギー電源の運転開始期間

出典：資源エネルギー庁 再エネ大量導入小委 第34回資料より



太陽光発電の導入量の経年推移

出典）「今後の再生可能エネルギー政策について」（経済産業省資源エネルギー庁 2023.6.21）

（参考）FIT・FIP制度に依
らない導入量（推計値）

（GW)

（年度）



GXの太陽光発電事業関連政策

✓盛り込まれているのは既存政策関連が大半

✓2030年時点で電源構成比36～38％目標

✓うち太陽光発電は14～16％（130GWdc程度）

✓事業規律の強化と太陽光パネルの大量廃棄に向けた対策

✓既存設備の最大限活用と2030年代以降の長期電源化

✓2030年時点で公共施設の50％、新築戸建て住宅の60％にPV搭載

21



22



まとめ

• 2030年の最低限の再生可能エネルギー導入目標を達成するため

には、現在の2倍の太陽光発電が必要です。

• 2030年に向けて、日本国内では毎年7～8GWdcの太陽光発電を

導入していく必要があります。

•もし他の再生可能エネルギー電源の導入が遅れたり、原子力発

電所が計画通りに再稼働しなかったりすると、必要な太陽光発

電の量は更に増えます。

• 2050年には420GWdcの太陽光発電が日本中にある社会に！
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太陽光発電の社会事情
太陽光発電はどう捉えられている？
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太陽光発電の課題

太陽光発電は屋根に乗せるものというイメージから、地面に太陽

光パネルを並べるようになって問題が増加

•山林を切り開いたり、住宅地の隣や裏山などにも太陽光発電が

設置されるようになってトラブルが急増している。

•日本は土地が狭く、空き地に地上設置型の太陽光発電を増やし

ていくことがこれ以上は難しくなってきた中で、新たな設置形

態をどのように模索するか。

•地方自治体が太陽光発電の設置を規制する条例も増えている。
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全国に広がる
不適切な太陽
光発電の事例
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何が心配されている？

• 台風などによる暴風や大雨の際に事故が起きたりしないか？

• FIT事業の終了後に設備が撤去されずに放置されたり、森林などが回

復されないままになったりしないか？

• 動植物の住む環境を破壊した太陽光発電は必要なのか？

• 地域の景観が破壊されてしまうのではないか？

• 発電所の周辺の気温が上昇したり、騒音問題や電磁波問題が発生し

たりしないか？

• 地域に全く利益が落ちることなく、都会や海外の事業者ばかりが儲

けることになるのではないか？
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広がる太陽光発電の規制

反対運動などを受けて、2023年4月時点で全国の234市町村が太

陽光発電の設置を規制する条例を持っている状況。

• 2014年の大分県由布市から始まり、2022年には年間43市町村

で条例が新たに導入された。

•太陽光発電のみを対象とするのは全国に129件ある。

•自治体への届け出から同意・許可のほか、制限区域の設定など

立地規制などが設けられ、地域内への全面的な太陽光発電の設

置禁止や、罰金を取るような強い規制もある。
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出典：第7回 再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ



2024年度に向けた議論のポイント

1. 地域とのコミュニケーション要件

2. 認定事業者の責任明確化

3. 違反状況の未然防止・早期解消の措置
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FITからNon-FITへ
新たな太陽光発電の導入モデル
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33出典：環境省 はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）
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サプライチェーン排出量とは？

◼ 事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係するあらゆる排出を合計した排出量を指す。つま
り、原材料調達・製造・物流・販売・廃棄など、一連の流れ全体から発生する温室効果ガス排出
量のこと

◼ サプライチェーン排出量＝Scope1排出量＋Scope2排出量＋Scope3排出量

◼ GHGプロトコルのScope3基準では、Scope3を15のカテゴリに分類

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

○の数字はScope３のカテゴリ
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Scope3の15のカテゴリ分類

Scope3カテゴリ 該当する活動（例）

1 購入した製品・サービス 原材料の調達、パッケージングの外部委託、消耗品の調達

2 資本財
生産設備の増設（複数年にわたり建設・製造されている場合には、建設・製造が終了した最終年に
計上）

3
Scope1,2に含まれない
燃料及びエネルギー活動

調達している燃料の上流工程（採掘、精製等）
調達している電力の上流工程（発電に使用する燃料の採掘、精製等）

4 輸送、配送（上流） 調達物流、横持物流、出荷物流（自社が荷主）

5 事業から出る廃棄物 廃棄物（有価のものは除く）の自社以外での輸送（※1）、処理

6 出張 従業員の出張

7 雇用者の通勤 従業員の通勤

8 リース資産（上流）
自社が賃借しているリース資産の稼働
（算定・報告・公表制度では、Scope1,2 に計上するため、該当なしのケースが大半）

9 輸送、配送（下流） 出荷輸送（自社が荷主の輸送以降）、倉庫での保管、小売店での販売

10 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工

11 販売した製品の使用 使用者による製品の使用

12 販売した製品の廃棄 使用者による製品の廃棄時の輸送（※2）、処理

13 リース資産（下流） 自社が賃貸事業者として所有し、他者に賃貸しているリース資産の稼働

14 フランチャイズ 自社が主宰するフランチャイズの加盟者のScope1,2 に該当する活動

15 投資 株式投資、債券投資、プロジェクトファイナンスなどの運用

その他（任意） 従業員や消費者の日常生活

※1 Scope3基準及び基本ガイドラインでは、輸送を任意算定対象としています。
※2 Scope3基準及び基本ガイドラインでは、輸送を算定対象外としていますが、算定頂いても構いません。

[出所] サプライチェーン排出量算定の考え方 パンフレット 環境省(http://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/supply_chain_201711_all.pdf)
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相次ぐ電気料金の値上げ

• 2023年の規制料金の値上げ幅（6月時点）

北海道電力 21％

東北電力 24％

東京電力 14％

北陸電力 42％

中国電力 29％

四国電力 25％

沖縄電力 38％

電気代を「1円でも安く」と言って

いるうちに、現実はその先へ至って

しまった。



39

東北電力による値上げ申請時の資料

東北電力のコスト増加額は6,569億円
2013年度比で43.6％増加
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これはもう、太陽光発電が活躍するしかない！

でも、FIT安すぎない？

そうだ、Non-FITでやろう！



Non-FITって何？

FIT制度を使うことのない、CPPAと呼ばれる発電所と需要家を

繋いだ形での電力供給モデルが広がっている。

• 屋根上や敷地内に発電設備を設置するオンサイトPPAや、敷地

外に設置した発電設備を使うオフサイトPPAがある。

•セブン＆アイ、Amazon、NTTアノードエナジー、イオンモー

ル、ローソン、大阪ガス、Panasonic、関西電力など大手事業

者が次々と参入している。みんな再エネが欲しい。

• 1社あたり数百MW以上の太陽光発電所を計画している。
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敷地内に発電設備を設置する ＝ オンサイト

敷地外に発電設備を設置する ＝ オフサイト
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出典：環境省 はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）
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オンサイト
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オンサイト
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オフサイト
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オフサイト
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オフサイト
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出典：環境省 はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）
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出所：再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第42回）
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2022年7月1日の電力卸取引所の価格推移

夕方になると電気の価格が跳ね上がる



蓄電池の役割
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電力系統用蓄電池（グリッドストレージ）

• 電力が余った時には蓄電し、電
力が不足した時には放電するこ
とで、系統電力の安定化を図る

• 再エネの出力制御量や出力制御
時間を低減する

太陽光発電設備用蓄電池

• 電力供給計画のインバランスを回
避するための調整

• 電力供給の時間帯シフトで高価格
時間帯でのJEPX取引に対応

• 電力会社出力制御時に充電を行い
出力制御時間外で売電

• 容量市場（変動電源）へリソース
提供を行いインセンティブを確保
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系統用蓄電池の導入事例

は全国で増加。特に北海

道と九州地方で事業者の

参入が相次いでいる。



蓄電池の役割
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ソーラーカーポート用蓄電池

• ＥＶ用電源として供給を行い、
再エネ由来の電源として使用

住宅・施設用蓄電池

• 停電などで電気が使えないとき
にバックアップ電源として使用

• 太陽光発電等で余った電力を充
電し、自家消費として使用

• 高圧受電の場合、ピーク電力を
削減し基本料金を削減

• 電力の需給バランスを最適化す
るための需給調整を行い、イン
センティブを確保（容量市場・
需給調整市場）



まとめ

•電気料金の大幅な上昇もあって、住宅から企業まで色々な場所

で太陽光発電を導入したいという意欲が高まっている。

• FIT制度の買取価格が低すぎることもあって、Non-FITによる

太陽光発電導入が増えている。オフサイトとオンサイトの事業

をニーズに応じて使い分け。

•昼間に余った電気を朝夕に使うなど、蓄電池を導入することに

よる柔軟な太陽光発電の活用もやっと動き始めた。
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太陽光発電の社会的使命
おわりに
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再生可能エネルギーの持続可能性

再生可能エネルギー電源の価値について、その開発や運用まで焦

点を当てた評価が広がろうとしている。

•山林を開発したり、農地を完全転用した太陽光発電所は持続可

能な再生可能エネルギーではない。

•単に太陽光発電の電気であることだけでなく、開発から運用に

至るまでの環境負荷、地域社会との共存、事業運営の安定性な

どを含めた評価が始まっていく。

•農業と共存するソーラーシェアリングなどの価値も高まる。
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より持続可能な
エネルギーはど
ちらになるのか
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歴史に学ぶ地域のエネルギー事業

1911年に旧電気事業法が制定された後、我が国では最盛期に全国で

828社の地域電力会社が存在していた。

• 当時はまだ送配電の距離に限度があったこともあり、全国各地で市

町村単位での電気事業が次々と立ち上げられていった。

• その背景には「電気があれば豊かになれる」という確信があり、農

村でも地元資本で数億円単位の投資が広がった。

• 再生可能エネルギーのコストの大小だけを問うのではなく、将来世

代が今よりも豊かに暮らせる社会を作っていくという意志こそが最

も重要。
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太陽光発電の社会的な使命

太陽光発電が社会において果たしていくべき使命は何かを、私た

ち自身が問い直す必要がある。

•「地域と共生する太陽光発電」や「持続可能な再生可能エネル

ギー」とは何だろうか？

• 「安い電気」だけではない価値をどのように社会へと提供して

いくか。「省エネ」マインドからの脱却を図れるか。

•屋根から壁面からカーポート、道路に水上に農地も活用しなが

ら、あらゆる場所に太陽光発電が増えていく時代に対応する。
61



太陽光発電で
次の世代に
豊かな未来を

一般社団法人日本PVプランナー協会
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